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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第１四半期
連結累計期間

第50期
第１四半期
連結累計期間

第49期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （千円） 4,673,754 4,313,085 20,609,798

経常利益 （千円） 218,422 174,763 1,359,567

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 126,432 117,422 922,257

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 133,802 112,036 964,208

純資産額 （千円） 8,445,370 9,217,996 9,309,574

総資産額 （千円） 15,846,192 15,945,769 16,609,638

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 9.01 8.26 65.55

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 9.00 8.26 65.47

自己資本比率 （％） 53.3 57.8 56.0

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定における期中平均株式数は、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所有

する当社株式を控除しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で

前連結会計年度末との比較・分析を行っております。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間の我が国経済は、海外経済の回復による輸出の増加や企業収益の改善を背景に経済活

動は堅調な推移を示し、雇用・所得環境の改善により個人消費も持ち直す傾向で、力強さにはやや欠けるものの緩

やかな回復基調となっております。

　情報サービス産業においては、自動化・省力化に向けてＡＩ・ＩｏＴ等の新技術分野を中心に、情報化投資需要

は引き続き増加基調にて推移しております。

　このような状況の下、当社グループは、重要な戦略的分野として「重点推進６分野（※１）」及び「コアビジネ

ス（※２）」という事業領域を設定し、事業を進め、受託型のＳＩビジネスから提案型のソリューションビジネス

へとビジネスモデルの転換を図ってまいりました。

　基盤事業であるＳＩビジネスを中心とした「重点推進６分野」では全国拠点各々の業容や強み、地域性を活かし

た「深掘り」を進め、事業展開を図ってまいりました。

　提案型のソリューションビジネスである「コアビジネス」では、ＧＮＳＳ、メディアをはじめとした研究開発投

資により新たな製品・ソリューションの創出に注力するとともに、各事業分野それぞれでマーケットシェアNo.１

を目指す戦略を定義し、３つのリンケージ（拠点間連携、ソリューション連携、チャネル連携）を通じた相乗効果

による「横ぐし」での事業展開を図ってまいりました。

　この結果、受注は好調に推移しているものの、前年同四半期に大型案件の検収があったことに加え、ソリュー

ションビジネスへの転換による四半期をまたぐ案件の割合が増加したことにより売上は減少となり、当第１四半期

連結累計期間における売上高は4,313百万円（前年同四半期比7.7％減）、営業利益は138百万円（同31.5％減）、

経常利益は174百万円（同20.0％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は117百万円（同7.1％減）となりまし

た。

 

（※１）重点推進６分野

　当社グループ各拠点が持つ業務ノウハウ、特化技術及び地域性を活かして取り組む領域、戦略を定義し「深掘

り」を進めていく分野として、車載、環境、金融、社会基盤、農業、クラウドの６分野を設定しております。

（※２）コアビジネス

　当社グループがNo.１を目指すマーケットとして定義した事業について、同じ事業、マーケット、サービスを当

社グループ各拠点が「横ぐし」で連携することで全国展開のスケールメリットを活かすとともに、スピードある変

化を取り込むことでグループ全体の成長を目指す事業として、メディア、公共、医療、ＧＮＳＳ、ＩｏＴ（ＡＩ）

の５つを定義しております。
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　セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

 

〔セグメント情報に関する定性的情報等〕

 

売上高

ＳＩビジネス
ソリューション

ビジネス
その他 計

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年３月期第１四半期 2,790 △5.1 1,501 △12.4 20 1.7 4,313 △7.7

30年３月期第１四半期 2,939 △5.6 1,713 74.0 20 18.7 4,673 13.6

（参考）30年３月期 12,433  8,109  67  20,609  

 

 

営業利益

ＳＩビジネス
ソリューション

ビジネス
その他 計

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年３月期第１四半期 37 177.2 92 △48.6 9 △3.7 138 △31.5

30年３月期第１四半期 13 △75.2 179 - 9 0.4 202 208.1

（参考）30年３月期 379  903  21  1,304  

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業、売電事業及び農業

事業であります。

２　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

３　パーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。

 

＜ＳＩビジネス＞

　受注が堅調に推移しているスマートフォンや車載関連、装置制御分野における組込み系受託開発の生産性は向上

しましたが、金融分野での体制縮小や基幹系業務システム関連の売上が減少となり、売上高は2,790百万円（前年

同四半期比5.1％減）、営業利益は37百万円（同177.2％増）となりました。

 

＜ソリューションビジネス＞

　次世代車載システム開発、ＩｏＴ関連は引き続き好調に推移しておりますが、前年同四半期に大型案件の検収が

あったことに加え、ソリューションビジネスへの転換による四半期をまたぐ案件の割合が増加したことにより売上

が減少となりました。

　この結果、売上高は1,501百万円（前年同四半期比12.4％減）、営業利益は92百万円（同48.6％減）となりまし

た。
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(2）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ645百万円減少し、7,257百万円となりました。これは、仕掛品が389百万

円増加しましたが、受取手形及び売掛金が1,192百万円減少したことなどによるものです。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ18百万円減少し、8,688百万円となりました。これは、建物及び構築物が

21百万円減少したことなどによるものです。

　この結果、総資産は663百万円減少し、15,945百万円となりました。

（負債）

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ297百万円減少し、5,115百万円となりました。これは、賞与引当金が341

百万円増加しましたが、短期借入金が596百万円減少したことなどによるものです。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ274百万円減少し、1,612百万円となりました。これは、長期借入金が90百

万円、その他が132百万円それぞれ減少したことなどによるものです。

　この結果、負債合計は572百万円減少し、6,727百万円となりました。

（純資産）

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ91百万円減少し、9,217百万円となりました。これは、自己株式が85百

万円減少し、親会社株主に帰属する四半期純利益が117百万円となりましたが、配当金の支払284百万円があったこ

となどによるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、ソリューションビジネスの57百万円であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,834,580 14,834,580
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株であ

ります。

計 14,834,580 14,834,580 － －

（注）　提出日現在発行数には、平成30年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成30年６月30日 － 14,834,580 － 440,200 － 152,412

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

    平成30年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 623,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,207,000 142,070

株主としての権利内容に

制限のない、標準となる

株式

単元未満株式 普通株式 4,380 － 同上

発行済株式総数 14,834,580 － －

総株主の議決権 － 142,070 －

（注）１　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が62株含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」の欄には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式108,800株（議決権

の数1,088個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

    平成30年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）      

株式会社コア
東京都世田谷区三軒茶屋

一丁目22番３号
623,200 － 623,200 4.20

計 － 623,200 － 623,200 4.20

（注）　上記のほか、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」導入に伴い設定された従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式

108,800株を連結財務諸表及び財務諸表上、自己株式として処理しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,085,653 2,114,113

受取手形及び売掛金 ※１ 4,369,203 ※１ 3,176,247

有価証券 100,000 100,000

商品及び製品 131,151 150,662

仕掛品 487,449 877,129

原材料及び貯蔵品 56,778 40,357

その他 674,375 800,633

貸倒引当金 △2,162 △2,120

流動資産合計 7,902,448 7,257,023

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,671,769 1,650,121

土地 3,753,979 3,753,979

その他（純額） 495,537 481,415

有形固定資産合計 5,921,286 5,885,516

無形固定資産   

のれん 160,889 149,919

その他 279,144 259,596

無形固定資産合計 440,033 409,515

投資その他の資産 2,345,870 2,393,713

固定資産合計 8,707,190 8,688,745

資産合計 16,609,638 15,945,769

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,558,228 1,196,480

短期借入金 1,893,197 1,296,527

未払法人税等 278,232 191,664

賞与引当金 698,512 1,039,883

受注損失引当金 26,720 26,720

製品保証引当金 3,735 3,626

その他 953,904 1,360,289

流動負債合計 5,412,531 5,115,191

固定負債   

長期借入金 1,078,657 987,897

リース債務 281,552 278,224

繰延税金負債 103,441 59,021

役員退職慰労引当金 181,689 181,689

退職給付に係る負債 29,409 25,607

資産除去債務 20,064 20,165

その他 192,719 59,976

固定負債合計 1,887,533 1,612,580

負債合計 7,300,064 6,727,772
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 440,200 440,200

資本剰余金 152,849 154,016

利益剰余金 9,213,014 9,046,211

自己株式 △722,064 △636,258

株主資本合計 9,083,999 9,004,168

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 202,653 201,805

為替換算調整勘定 19,090 15,470

その他の包括利益累計額合計 221,744 217,276

新株予約権 22,406 17,134

非支配株主持分 △18,576 △20,582

純資産合計 9,309,574 9,217,996

負債純資産合計 16,609,638 15,945,769

 

EDINET提出書類

株式会社コア(E05332)

四半期報告書

10/17



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 4,673,754 4,313,085

売上原価 3,679,197 3,378,442

売上総利益 994,556 934,643

販売費及び一般管理費 791,969 795,858

営業利益 202,586 138,784

営業外収益   

受取利息 23 3,758

受取配当金 10,490 24,866

受取賃貸料 6,764 6,802

補助金収入 3,330 －

持分法による投資利益 79 1,423

保険解約返戻金 496 4,277

その他 3,135 1,796

営業外収益合計 24,320 42,925

営業外費用   

支払利息 5,252 4,350

賃貸収入原価 2,380 2,097

その他 851 498

営業外費用合計 8,484 6,946

経常利益 218,422 174,763

税金等調整前四半期純利益 218,422 174,763

法人税、住民税及び事業税 173,686 185,970

法人税等調整額 △87,530 △126,944

法人税等合計 86,156 59,025

四半期純利益 132,266 115,737

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
5,834 △1,685

親会社株主に帰属する四半期純利益 126,432 117,422
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 132,266 115,737

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 6,971 △1,542

為替換算調整勘定 △413 △259

持分法適用会社に対する持分相当額 △5,022 △1,898

その他の包括利益合計 1,535 △3,701

四半期包括利益 133,802 112,036

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 128,104 113,981

非支配株主に係る四半期包括利益 5,698 △1,944
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 22,626千円 16,233千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
　前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日

　　至　平成29年６月30日）

　当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日

　　至　平成30年６月30日）

減価償却費 85,947千円 84,878千円

のれんの償却額 10,969千円 10,969千円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１　配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の
総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月26日

取締役会
普通株式 284,197 20.00 平成29年３月31日 平成29年６月２日 利益剰余金

（注）　平成29年４月26日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が保有する自社の株式に対

する配当金3,646千円が含まれております。

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

１　配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の
総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年４月25日

取締役会
普通株式 284,197 20.00 平成30年３月31日 平成30年６月４日 利益剰余金

（注）　平成30年４月25日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が保有する自社の株式に対

する配当金2,176千円が含まれております。

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）３

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）４

 ＳＩビジネス
ソリューション

ビジネス
計

売上高       

外部顧客への売上高 2,939,311 1,713,961 4,653,273 20,481 － 4,673,754

セグメント間の内部売

上高又は振替高
2,109 20,766 22,875 4,145 △27,021 －

 計 2,941,420 1,734,728 4,676,148 24,626 △27,021 4,673,754

セグメント利益 13,395 179,377 192,773 9,813 － 202,586

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業、売電事業及び農業

事業であります。

２　管理部門等の報告セグメントに帰属しない本社費用については、セグメント利益の算定上合理的な配賦基準

により各報告セグメントへ配賦しております。

３　調整額は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）３

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）４

 ＳＩビジネス
ソリューション

ビジネス
計

売上高       

外部顧客への売上高 2,790,317 1,501,935 4,292,253 20,832 － 4,313,085

セグメント間の内部売

上高又は振替高
492 19,667 20,160 3,570 △23,730 －

 計 2,790,810 1,521,602 4,312,413 24,403 △23,730 4,313,085

セグメント利益 37,130 92,208 129,339 9,445 － 138,784

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業、売電事業及び農業

事業であります。

２　管理部門等の報告セグメントに帰属しない本社費用については、セグメント利益の算定上合理的な配賦基準

により各報告セグメントへ配賦しております。

３　調整額は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

　項目
　前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日

　　至　平成29年６月30日）

　当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日

　　至　平成30年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 9円01銭 8円26銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
126,432 117,422

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（千円）
126,432 117,422

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,034 14,207

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　金額
9円00銭 8円26銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 18 14

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

（注）　株主資本において自己株式として計上されている従業員持株ＥＳＯＰ信託に残存する自社の株式は、１株当た

り四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第１四半期連結累計期間

799,657株、当第１四半期連結累計期間626,614株であります。

 

２【その他】

　平成30年４月25日開催の取締役会において、平成30年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期

末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　 284,197千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　20円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成30年６月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月８日

株式会社コア

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 竹野　俊成

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森田　祥且

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コアの

平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平成30年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コア及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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